
の提言・要望の提言・要望徳島発徳島発

～「地域主権」の新しい国づくりに向けて～

（（（（高速道路無料化高速道路無料化高速道路無料化高速道路無料化はははは本四本四本四本四・・・・神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門ルートルートルートルートからからからから））））

（（（（地域医療地域医療地域医療地域医療のののの再生再生再生再生をををを） （） （） （） （過疎地域過疎地域過疎地域過疎地域のののの再生再生再生再生をををを））））

平成21年９月

徳 島 県



「「「「徳島発徳島発徳島発徳島発のののの提言提言提言提言・・・・要望要望要望要望」」」」

～「地域主権」の新しい国づくりに向けて～

「 」 ， ，政権選択選挙 と位置づけられた この度の衆議院議員総選挙において
国民からの多くの支持を得て，民主党をはじめとする連立政権による「政権
交代」が実現し，９月１６日に新しい内閣が発足しました。

この度の選挙結果は 「百年に一度の経済危機」に直面する中で 「国全体， ，
を覆う閉塞感を打破したい」という国民の強い意志の表れであるとともに，
特に「国民の生活が第一」とした民主党マニフェストに，国民が大きな期待
を寄せたものであると考えております。

なかでも，地域経済の活性化の起爆剤となる「高速道路無料化」，「国と
地方の協議の場」の法制化による「地方分権改革」の推進 「医師不足対策」，
をはじめとする「安全・安心社会」の実現などは，本県はもとより地方にと
って極めて重要な政策であります。

一方，マニフェストに掲げられた個別の政策を，地域の実情に即した，
「より効果の高い政策」とし，国民生活の向上につなげるためには，検討す
べき課題も見受けられるところです。

そこで，今こそ「地方ならではの知恵と発想」が強く求められているとの
考えのもと，マニフェストの実現に向けての「具体的なアイデア」として，
「徳島発の提言・要望」を次のとおりとりまとめたところです。

新政権におかれましては 「地域主権」の新しい国づくりに向け，本県か，
らの「提言・要望」について十分ご検討いただき，今後の制度設計に反映す
るとともに，各種政策を早期に実施段階へ移されますよう，よろしくお願い
申し上げます。

平成２１年９月２５日

徳島県知事 飯泉 嘉門
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Ⅰ「百年に一度の経済危機」への対応

１１１１ 高速道路高速道路高速道路高速道路のののの無料化無料化無料化無料化についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■高速道路を原則無料化して、地域経済の活性化を図る

割引率の順次拡大などの社会実験を実施し､その影響を確認しながら､

高速道路を無料化していく。

《課題》

○地域において必要性の高い新たな高速道路整備への影響

○高速道路無料化による公共交通機関の影響

○高速道路の渋滞や環境問題

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「高速道路高速道路高速道路高速道路のののの無料化無料化無料化無料化はははは、、、、本州四国連絡道路本州四国連絡道路本州四国連絡道路本州四国連絡道路・・・・神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門ルートルートルートルートからからからから」」」」

高速道路の無料化は、波及効果の最も大きい路線から実施することが効

果的です。

高速道路無料化の実施に際しては、渋滞対策や競合する公共交通機関に

対して十分な対策が必要です。

また、地方においては高速道路がまだまだ整備途上であり、引き続き計

画的に整備を進める必要があります。

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①①「「「「高速道路無料化高速道路無料化高速道路無料化高速道路無料化のののの社会実験社会実験社会実験社会実験についてについてについてについて」」」」
高速道路の無料化は、まず、連絡道路の両エリアで広域的な波及効

果が大いに期待できる「本州四国連絡道路・神戸淡路鳴門ルート」か

ら実施すること。

②②②②「「「「公共交通機関等公共交通機関等公共交通機関等公共交通機関等へのへのへのへの対策対策対策対策についてについてについてについて」」」」
高速道路の無料化の実施に際しては、必要な渋滞対策を講じるとと

もに、内航フェリーやバス、ＪＲ等の競合公共交通機関に対して、高

速道路の無料化とイコールフッティング（同等の条件）となる十分な

支援を行うこと。

③③③③「「「「高速道路高速道路高速道路高速道路のののの整備整備整備整備についてについてについてについて」」」」
地方において必要な高速道路の整備を計画的に行うこと。



　

高速道路の無料化について

関西市場

阿波踊り

祖谷のかずら橋

うず潮

徳島県

～　広域的な波及効果が期待！　～

－都市部－
物流コストの減少による
食品価格の引き下げ効果

生活コストの引き下げ

本四架橋は依然として「平成の関所」

本州四国連絡道路は、道路で四国と他の地域を繋ぐ唯一のルート！

高速道路料金　休日特別割引の効果

○交通量が約６７％増 ○利用客数が約１5％増加

無料化は「本州四国連絡道路」から実施するのが効果的

走行距離が短いにもかかわらず通行料金は逆転

～本四道路の障壁が取り除かれれば、観光交流の拡大、物流コストの削減に大きな効果～

普通車（観光）　　休日上限1,000円割引

3,500円

2,500円

0 1000 2000 3000 4000

岡山～名古屋
(Ｌ＝３２７ｋｍ)

徳島～名古屋
(Ｌ＝３０５ｋｍ)

（円）

大型車（物流）　　平日昼間３割引

13,750円

10,850円

0 5000 10000 15000

岡山～名古屋
(Ｌ＝３２７ｋｍ)

徳島～名古屋
(Ｌ＝３０５ｋｍ)

（円）

徳島県は「生鮮食料品の供給基地」

神戸淡路鳴門ルートは、近畿圏等への生鮮食料品の輸送ルート！
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◆徳島県産野菜販売金額と販売金額
　 順位（京阪神主要7市場）

高速道路の無料化は「本州四国連絡道路」のうち，まずは，「神戸淡路鳴門ルート」から

阿波踊り

ハモ

阿波尾鶏

なると金時 すだち

祖谷のかずら橋

うず潮

－地方部－
観光産業･農林水産業
などの振興による効果

地域活性化

◆県産農林水産物の流通動向（近畿圏）

　○ 阿波尾鶏
　平成9年        66,475羽
　平成19年度       577,383羽

　○ ブロッコリー
　平成9年      1,355トン
　平成19年度    2,885トン

　○ ハモ
　平成9年      5.6トン
　平成19年度         388.6トン

６９倍

２倍強

約９倍四国と本州をつなぐ
物流や交流の大動脈

休日特別割引適用日の本四道路の交通量

対

前年比

　　大鳴門橋 1.48

　　瀬戸大橋 1.86

　　多々羅大橋 1.87

合計 1.67
※64日間の平均であり、百台単位で四捨五入（単位：台／日）

11,800 6,300

80,200 48,000

H21.3.20～H21.8.31 H20.3.20～H20.8.31

32,400 17,400

36,000 24,300

平成２１年度 平成２０年度

お盆期間中の本四道路沿線観光施設の利用者数

平成21年度(8.6～8、8.13～16)

平成20年度(8.7～9、8.14～17)

※7日間の平均であり、百人単位で四捨五入（単位：人／日）

※H21.8.9～10は、雨により高松道、徳島道が通行止めのため除く

※県内施設名：渦の道、阿波踊り会館、あすたむらんど徳島、

　眉山ロープウェイ、阿波十郎兵衛、大鳴門橋架橋記念館、

　うみがめ博物館、祖谷のかずら橋、ラピス大歩危

対前年比

17,200

14,900
1.15



渋滞対策や内航フェリー、バス、JR等の競合公共交通機関に
対して、高速道路の無料化とイコールフッティング（同等の条件）

となる十分な支援を行うこと

高速道路料金　休日特別割引の影響

ＪＲ四国　主要３線区利用者数合計
（予讃線、土讃線、高徳線）
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4～8月平均で13％減少

ＪＲ瀬戸大橋線　利用者数
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徳島発着の高速バス利用者数
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4～8月平均で17％減少

四国横断自動車道

四国横断自動車道（新直轄）の
橋梁工事に着手

那賀川

　異常気象時通行規制区間
　である国道55号

全線開通が待たれる日和佐道路

日和佐道路

愛媛県

徳島JCT

徳島東IC

小松島IC

阿南IC

徳島IC藍住IC
土成IC

脇町IC
美馬IC

井川池田IC

鳴門IC
鳴門北IC

吉野川ﾊｲｳｪｲｵｱｼｽ

吉野川ｽﾏｰﾄＩＣ

香川県

徳島

高知県

 整備計画区間
(有料道路)

 整備計画区間
(新直轄)

調査区間

整備区間美波町北河内～由岐IC
 H19.5.12供用

四
国
横
断
自
動
車
道

阿
南
安
芸
自
動
車
道

※IC,JCTのうち□で囲んだ ものは仮称

国土開発幹線自動車

供用区間(４車線)
供用区間(２車線)
整備計画区間

本州四国連絡道路
供用区間

地域高規格道路等
計画区間
整備区間
調査区間

凡　　　　例

ゆずり車線

川之江東JCT

鳴門JCT

板野IC徳島自動車道 暫定２車線区

高松自動車道４車線化整備区間

L=52km(内徳島16km)

合併施行方式

四国縦貫自動車道

本県における高速道路の整備状況

地方において必要な高速道路の整備を計画的に行うこと

高速道路の無料化について

無料化の実施に
際しては

整備区間

計画区間

計画区間

高速道路の無料化の実施に際しては…

平成２０年度

平成２１年度

南海フェリー利用台数

0
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(台)

4～6月平均で
24%減

乗用車１０００円の社会
実験(7/18～8/31)効果
対前年比６８％増！



- 4 -



- 5 -

２２２２ 道路整備道路整備道路整備道路整備におけるにおけるにおけるにおける新新新新たなたなたなたな事業評価方式事業評価方式事業評価方式事業評価方式についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■道路整備は費用対効果を厳密にチェックしたうえで、

必要な道路を造る

【民主党政策集 INDEX2009】

・費用便益分析の厳格な実施を含むコストの徹底した見直し

・新たな事業評価方式の策定

《課題》

○現状の交通量に基づいた費用対効果では、道路の持つ様々な効果

（救急救命や観光交流の効果等）が反映されない。

○交通量の少ない地方部の、真に必要な道路整備に影響を与える恐

れ。

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「道路道路道路道路のののの多様多様多様多様なななな効果効果効果効果がががが適切適切適切適切にににに反映反映反映反映されるされるされるされる『『『『新新新新たなたなたなたな事業評価方式事業評価方式事業評価方式事業評価方式』』』』のののの策定策定策定策定をををを」」」」

道路整備における新たな事業評価方式の策定においては、命の道としての

機能をはじめ、道路が持つ多様な効果が適切に反映される「新たな事業評価

方式」の策定が必要です。

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

新新新新たなたなたなたな事業評価方式事業評価方式事業評価方式事業評価方式のののの策定策定策定策定についてについてについてについて」」」」①①①①「「「「

道路整備における新たな事業評価方式の策定においては

ア 地域社会への直接的効果として

・救急救命向上便益

・災害・事故防止便益 など

都市圏への間接的な寄与効果としてイ

・観光交流の促進効果

・生鮮食料品・消費者還元効果

・雇用・定住の創出効果 など

道路が持つ多様な効果が適切に反映される「新たな事業評価方式」と

すること。



道路整備における新たな事業評価方式について

道路整備における費用対効果の算定

　道路事業における費用対効果は、交通量に基づく
　　・走行時間短縮便益　　・走行経費減少便益　　・交通事故減少便益
　の３便益を経費と比較する手法

道路が持つ多様な効果が適切に反映される「新たな事業評価方式」としてください

　しかし、道路は救急救命を支える「命の道」としての機能をはじめ、県民生活に直結する様々な役
割を果たしており、
　◎地域社会への直接的効果として
　　　・救急救命向上便益　　　　・災害・事故防止便益　　　など
　◎都市圏への間接的な寄与効果として
　　　・観光交流の促進効果　　・生鮮食料品・消費者還元効果　　・雇用・定住の創出効果　　など
　多様な効果があります

交通量の少ない地方部では、真に必要な道路整備が行えなくなる恐れ！

 ○救急救命向上便益

■ 中山間地域の未整備区間において発生している落石事故や
　災害被害に伴う交通遮断を軽減する効果

道路整備における新たな事業評価方式のイメージ

 ○災害・事故防止便益

 ○生鮮食料品・消費者還元効果 ○観光交流の促進効果

■ 幅員狭小箇所や線形不良箇所の解消に伴う搬送時間短縮
　による人的損失削減の効果

立ち往生する救急車(国道)

M.Cara：1981.「カーラーの曲線」

《緊急時における時間経過と死亡率の関係》
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（千
羽

）

阿波尾鶏出荷羽数

本四架橋後
堅調に推移

新鮮な安全な「とくしまブランド」を
本四架橋を通って、全国の食卓へ

■ 道路整備により食料輸送の定時性・安全性が保たれ、
　消費地での品質・価格の安定が図られる効果

■ 高速道路をはじめとする観光地へのアクセス道路の整備
　による、新たな観光地や観光ルートの創設、移動時間の
　短縮、観光客数の増加の効果

唯一の生活道路が崩壊(国道)落石により運転手が負傷(国道)

剣山ブロックの観光入込客の推移

0
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3000

Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

(単位：千人)

約２割増加

四国縦貫自動車道(徳島自動車道）
全線供用(H12.3)

神戸淡路鳴門自動車道
全線供用(H10.4)
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３３３３ 戸別所得補償戸別所得補償戸別所得補償戸別所得補償についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■■■■「「「「戸別所得補償制度戸別所得補償制度戸別所得補償制度戸別所得補償制度」」」」のののの創設創設創設創設によりによりによりにより、、、、農業農業農業農業をををを再生再生再生再生しししし、、、、食料自給率食料自給率食料自給率食料自給率
をををを向上向上向上向上させるさせるさせるさせる

・農畜産物の販売価格と生産費の差額を基本とする「戸別所得補償制度」を販売

農家に実施

・畜産・酪農業に対しても､農業の仕組みを基本として､戸別所得補償制度を導入

・食料安全保障の観点から、米の備蓄方式を棚上方式に転換し、３００万トン

（国内産以外を含む）備蓄体制の確立

《課題》
○対象品目が米、麦、大豆等に限られていることから、米作中心の

都道府県に比べ、野菜や果樹などの園芸品目を生産する農家の多
い本県にとって恩恵が少ない

○畜産・酪農業に対する所得補償で、対象畜種が明記されていない
○農村環境を維持するためには、条件不利地である中山間地域に対

する特別な配慮が必要である

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「地域地域地域地域のののの特性特性特性特性にににに応応応応じたじたじたじた制度設計制度設計制度設計制度設計をををを」」」」
農林水産業の再生を図るためには、各地域の特性に応じた戸別所得補償制度とな

るよう、配慮していただきたい。

このため、制度設計にあたっては、地方の実態を考慮し、地方の判断により対象

品目の設定が行えるなどの自由度を高めていただきたい。

具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》《
①①①①「「「「米米米米のののの所得補償制度所得補償制度所得補償制度所得補償制度についてについてについてについて」」」」

米の所得補償制度は主食用米に加え、新規需要米に対するものを充実
されたい。

また、主食用米、新規需要米の消費拡大を積極的に推進されたい。

②②②②「「「「園芸品目園芸品目園芸品目園芸品目についてについてについてについて」」」」
野菜、果樹などの園芸品目は、国民の「健全な食生活」に資する重要

な品目であり、農家の経営安定を図るため、再生産価格を補償する制度
を創設すること。

③③③③「「「「対象畜種対象畜種対象畜種対象畜種についてについてについてについて」」」」
本県畜産の基幹部門であるブロイラーをはじめ、全ての畜種を対象と

すること。

④④④④「「「「中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域へのへのへのへの配慮配慮配慮配慮についてについてについてについて」」」」
中山間地域については、その多面的機能を考慮し、平地農村と区分し

た「一国二制度」とし 「その地域に居住し、営農すること」に対する、
所得補償制度を導入すること。

また、中山間地域で栽培された米は、政府備蓄米として優先的に買い
入れること。
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（（（（参考参考参考参考））））

中 山 間 地 域 対 策

現行の「中山間地域等直接支払制度

畑

21,000円／10ａ

徳島県の平均交付額 1戸当たり52,000円

田

耕作または保全により交付金を交付
する。

急傾斜地の場合

「「「「新新新新たなたなたなたな所得所得所得所得補償補償補償補償制度制度制度制度」」」」

その地域に居住し営農す
ることに対する所得補償

制度

９６９６９６９６．．．．３３３３万円万円万円万円

11,500円／10ａ

(例）専業農家（労働者２人）
水稲５０ａ(政府買取）、スダチ５０ａ、菜の花１０ａ

21,000×５＝105,000円

11,500×５＝ 57,500円

交付金交付金交付金交付金 162,000円円円円②②②②

・米

所所所所 得得得得 190,000円円円円③③③③

・すだち（露地貯蔵）

所所所所 得得得得 2,343,000円円円円④④④④

・菜の花

所所所所 得得得得 342,000円円円円⑤⑤⑤⑤

交付金交付金交付金交付金 963,000円円円円①①①①

①＋②＋③＋④＋⑤
＝4,000,000円

「「「「勤労世帯並勤労世帯並勤労世帯並勤労世帯並みみみみ」」」」のののの所得所得所得所得をををを確保確保確保確保

所得所得所得所得 400万円

中山間地域等

直接支払制度

１６１６１６１６．．．．２２２２万円万円万円万円

生産物販売

による所得

２８７２８７２８７２８７．．．．５５５５万円万円万円万円

中山間地域等

直接支払制度

１６１６１６１６．．．．２２２２万円万円万円万円

生産物販売

による所得

２８７２８７２８７２８７．．．．５５５５万円万円万円万円

デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
制
度

所得が不足

※農業を職業とし、地域農業を
将来にわたって担っていく者を仮定

野菜に係る経営安定対策

現行（野菜価格安定制度）

長期に市場価格が低迷しており、生

産に要する費用を下回るため、再生
産が困難

９年間の

市場価格

×8～9割

補てん

販売
価格

保証基準価格

補てん

（生産費用－

販売価格）
再生産
価格

販売
価格

生産費用を確保することにより、再生
産を可能にする。

市場価格の
長期低迷

down

資材価格
の高騰

夏秋ナスの場合199円 夏秋ナスの再生産価格

３３５円

販売単価166円

補てん33円

販売単価166円

補てん１６９円

※平成20年産 夏秋なすの場合(単価は8月中旬・近畿）
再生産が可能な制度へ



- 9 -

４４４４ 中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■■■■中小企業中小企業中小企業中小企業をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援するするするする

わが国経済の基盤である中小企業の活性化を図るため、政府

全体で中小企業対策に全力で取り組む。

《課題》

○厳しい雇用情勢の中、中小企業緊急安定助成制度の拡充を

早急に図らなければ、正規従業員の解雇が懸念される。

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「中小企業雇用安定助成金制度中小企業雇用安定助成金制度中小企業雇用安定助成金制度中小企業雇用安定助成金制度のののの拡充拡充拡充拡充をををを」」」」

雇用対策として、失業者への職業紹介、職業訓練もさる

ことながら､失業者を出さないための防止策が重要である。

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①①「「「「中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金についてについてについてについて」」」」

労働者の雇用を守り、解雇を最小限に食い止める雇用

のセーフティネットとしての機能を果たしている中小企

業緊急雇用安定助成金について、

現在の「３年間で３００日」という制限を撤廃し、

１年間で２００日分の助成を中小企業の景況感が回復す

るまでの間、継続して支給できるよう制度を拡充するこ

と。

②②②②「「「「助成制度助成制度助成制度助成制度のののの有効活用有効活用有効活用有効活用についてについてについてについて」」」」

人手が少なく、行政手続きに不慣れな中小企業でも助

成金の申請ができるように、申請手続きを簡素化すると

ともに、申請に関する相談や書類作成の支援を行う「相

談員」を設置し、希望する企業に派遣することにより、

助成制度が有効に活用できるよう相談体制の充実を図る

こと。



- 10 -

（（（（参考参考参考参考））））

１１１１））））国国国国のののの現行施策現行施策現行施策現行施策

・中小企業緊急安定助成金制度

事業活動の縮小を余儀なくされた中小企業事業主が、雇用する労働者

を一時的に休業等させた場合に、賃金等の一部を助成する制度

支給限度日数は、３年間で３００日

２２２２））））現状現状現状現状

・この助成金制度の措置は「当面の間」とされており、不況が長期化す

れば、雇用削減に追い込まれる可能性が高い。

・５月中旬から「緊急出前相談」として約２００社の企業を訪問し、

厳しい経営環境のもと頑張っている経営者の方々からの御要望をお聞

きし、スピード感をもって県施策に反映。

【経営者の声】

・中小企業緊急安定助成金がなければ正規従業員を解雇しなければな

らない。

雇用関係 ・内部留保、助成金を使い何とか営業を続けられている。

・助成金申請に関する添付書類が多く手続も煩雑で時間がかかりすぎ

る。

・見本市や商談会などの機会を提供してもらいたい。

販路拡大 ・地場産業や県産品を積極的にＰＲしてほしい。

・海外展開に対する情報提供をしてほしい。

・新商品開発に結びつく技術開発への支援をしていただきたい。

・人材確保及び人材育成への支援を行っていただきたい。

そ の 他 ・融資制度の拡充及び要件緩和をしてほしい。

・設備投資への支援を行っていただきたい。 等

（中小企業緊急雇用安定助成金制度の拡充のイメージ）

平成20年度当初 平成20年12月1日～
 ①平成21年3月30日～
 ②平成21年6月8日～ 今 回 要 望今 回 要 望今 回 要 望今 回 要 望

 《助成率》

大企業 　  １／２
中小企業  ２／３

 《支給限度日数》

１年間　１００日
３年間　１５０日

雇用調整助成金

中
小
企
業
の
助
成
金
を
創
設

 《助成率》

４／５

 《支給限度日数》

１年間　１００日
３年間　２００日

中小企業緊急
雇用安定助成金

 《助成率》

　　　　４／５
　　　　　９／１０

 《支給限度日数》

３年間　３００日

 《助成率》

　　　　４／５
　　　　　９／１０

 《支給限度日数》

１年間２００日を
景況感回復まで

助
成
率
・
限
度
日
数
の
拡
充

中小企業緊急
雇用安定助成金

限
度
日
数
の
さ
ら
な
る
拡
充

中小企業緊急
雇用安定助成金

①

②

解雇等を
しない場合

解雇等を
しない場合
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５５５５ 障害者障害者障害者障害者、、、、若年無業者若年無業者若年無業者若年無業者（（（（ニートニートニートニート））））等等等等のののの就職支援就職支援就職支援就職支援についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

【民主党政策集 INDEX2009】

自立を希望する若者が安定した職業に就けるよう、教育機関・◆

国・企業・自治体が連携して、職業体験学習や企業見学などを

行い、若い世代の就労意欲の向上を図る。

◆障がい者等の雇用促進など積極的雇用政策を推進し、企業が求

める人材と求職者のミスマッチの解消を進める。

《課題》

○厳しい雇用情勢の中、ニートや障害者の就労支援を行うた

めの新たな制度の創設が必要である。

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「若年無業者若年無業者若年無業者若年無業者、、、、障害者障害者障害者障害者のののの就労就労就労就労をををを支援支援支援支援するするするする新新新新たなたなたなたな制度制度制度制度のののの創設創設創設創設をををを」」」」

若年無業者（ニート）等を就労へ導く訓練を拡充するとと

もに、障害者の就労支援を行う新たな制度として「障害者雇

用サポート事業」を創設していただきたい。

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①①「「「「新新新新たなたなたなたな訓練事業訓練事業訓練事業訓練事業のののの創設創設創設創設についてについてについてについて」」」」

若年無業者（ニート）等の就労をしっかりと支援するた

め、現在、制度化されていない「期間を定めた通所」によ

る訓練事業を国の委託事業 １０／１０ として創設するこ( )( )( )( )

と。

②②②②「「「「障害者雇用障害者雇用障害者雇用障害者雇用についてについてについてについて」」」」

「障害者雇用サポーター」の設置により、企業と就労を

希望している障害者との橋渡しを行う「障害者雇用サポー

ト事業」を創設すること。
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（（（（参考参考参考参考））））

１１１１））））国国国国のののの現行施策現行施策現行施策現行施策

・厚生労働省の委託事業として、合宿形式の「若者自立塾」や

「若者サポートステーション」において、臨床心理士等による個別

相談を実施している。

・ハローワークにおける事業主や障害者に対する指導・支援、

「障害者職業センター」において、リハビリテーションサービスが

行われている。

２２２２））））現状現状現状現状

・働くことに対する自信と意欲を身につけることにより、就労等へと

導くことを目的として「通所」による訓練でしっかりサポートする

事業を実施して欲しいとの要望も寄せられている。

・景気情勢の悪化により障害者をとりまく雇用情勢は、今後ますます

低迷するものと考えられ、また、障害者雇用の促進には企業の理解

が不可欠であることから、現行のように「窓口」を作って「待ち」

の姿勢をとる施策から、より積極的に企業へ直接出向き、障害者を

活用した事業の提案等を行う必要がある。

（障害者雇用サポート事業のイメージ）

障害者雇用

サポーター

障害者障害者障害者障害者

特特特特　　　　別別別別　　　　支支支支　　　　援援援援　　　　学学学学　　　　校校校校

障害者就労支援施設等障害者就労支援施設等障害者就労支援施設等障害者就労支援施設等

企企企企　　　　業業業業

商商商商　　　　工工工工　　　　関関関関　　　　係係係係　　　　団団団団　　　　体体体体

企 業 企 業 企 業 企 業 ネ ッ トワ ー ク ネ ッ トワ ー ク ネ ッ トワ ー ク ネ ッ トワ ー ク 等等等等

橋橋橋橋　　　　渡渡渡渡　　　　しししし

就就就就　　　　　　　　　　　　労労労労

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 施 設 見 学施 設 見 学施 設 見 学施 設 見 学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　就 労 体 験就 労 体 験就 労 体 験就 労 体 験

労働局労働局労働局労働局、、、、ハローワークハローワークハローワークハローワーク、、、、

障害者職業障害者職業障害者職業障害者職業センターセンターセンターセンター

ニーズ・課題掘起し 助言・情報提供

支　援

情報共有・連携
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６６６６ 事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置・・・・運営等助成金制度運営等助成金制度運営等助成金制度運営等助成金制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■■■■保育所保育所保育所保育所のののの待機児童待機児童待機児童待機児童をををを解消解消解消解消するするするする
縦割り行政になっている子どもに関する施策を一本化し、質の高い

保育の環境を整備する。

■■■■ワークライフバランスワークライフバランスワークライフバランスワークライフバランスとととと均等待遇均等待遇均等待遇均等待遇をををを実現実現実現実現するするするする
全ての労働者が１人ひとりの意識やニーズに応じて、やりがいのあ

る仕事と充実した生活を調和させることのできる「ワークライフバラ

ンス」の実現を目指す。

《課題》

○中小零細企業にとって、事業所内保育施設設置・運営等

助成制度の要件が厳しく、施設の整備が進まない。

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置・・・・運営等助成制度運営等助成制度運営等助成制度運営等助成制度のののの拡充拡充拡充拡充をををを」」」」

事業所内保育施設設置・運営等助成制度の拡充は、仕事と

家庭の両立を支援し、働きながら子どもを育てやすい職場づ

くりの整備促進及び待機児童の解消が期待される。

具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》《

①①①①「「「「中小企業事業主中小企業事業主中小企業事業主中小企業事業主におけるにおけるにおけるにおける受給率受給率受給率受給率のののの延長延長延長延長」」」」
中小企業事業主が事業所内保育施設を新設する場合に、設置に要

した費用の３分の２を受給できることとなっているが、平成１９年

４月１日から平成２２年３月３１日までに運営を開始した場合に限

られているので、期間を延長すること。

②②②②「「「「事業規模事業規模事業規模事業規模にににに応応応応じたじたじたじた定員要件定員要件定員要件定員要件のののの緩和緩和緩和緩和」」」」
中小企業が事業規模に応じて設置できるよう、乳幼児の定員要件

を緩和すること。

③③③③「「「「共同設置共同設置共同設置共同設置にににに対対対対するするするする支援支援支援支援についてについてについてについて」」」」
定員要件を緩和しても、なお単独では保育施設を設置できない企

業は、従業員が極端に少ない零細企業と見込まれることから、こう

した零細企業による共同設置を促進するため、零細企業による共同

設置費に限り、助成率をさらに引き上げること。
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（（（（参考参考参考参考））））

１１１１））））国国国国のののの現行施策現行施策現行施策現行施策

・事業主は、事業所内保育施設の設置に要した費用の２分の１

（限度額２，３００万円）を受給できるが、中小企業事業主につい

ては、平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日までに運営を

開始した場合、費用の３分の２（限度額２，３００万円）を受給で

きる。

・助成金の対象となる定員は，乳幼児１０人以上。

・定員の半数以下については、地域の子を入所させることができる。

２２２２））））現状現状現状現状

助成要件である乳幼児１０人以上の定員の施設を単独で設置するの

は、中小零細企業が大部分を占める本県では極めて困難な状況にあ

る。

他方でそうした零細企業ほど、施設設置の経費捻出はより困難であ

り、また、従業員が少ないだけに育児休暇取得もままならない苦しい

状況におかれている。

体力に劣り余力のない企業で、懸命に子育てと仕事の両立を図って

いるこうした従業員は、全国総体でみると相当数に上ると思われると

ころであり、少子化対策の進展のためには、こうした方々へのきめ細

かい気配り・支援が不可欠である。

【【【【事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ】】】】

【【【【県県県県】】】】事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置
推進検討会推進検討会推進検討会推進検討会（（（（検討内容検討内容検討内容検討内容））））
　　　　①①①①助成金等助成金等助成金等助成金等のののの活用活用活用活用
　　　　②②②②共同設置等共同設置等共同設置等共同設置等にににに係係係係るるるる課題課題課題課題
　　　　③③③③先進事例先進事例先進事例先進事例
　　　　④④④④マニュアルマニュアルマニュアルマニュアル作成作成作成作成

関係機関関係機関関係機関関係機関

○○○○労働局労働局労働局労働局

事業所内保育施設事業所内保育施設事業所内保育施設事業所内保育施設

専門家専門家専門家専門家

○○○○弁護士弁護士弁護士弁護士
○○○○公認会計士公認会計士公認会計士公認会計士
○○○○社会保険労務士社会保険労務士社会保険労務士社会保険労務士
○○○○建築士建築士建築士建築士
○○○○保育士保育士保育士保育士

説明説明説明説明・・・・助言助言助言助言 助言助言助言助言・・・・指導指導指導指導

参加参加参加参加

設置設置設置設置

助成金助成金助成金助成金
【【【【制度制度制度制度のののの拡充拡充拡充拡充】】】】

企業企業企業企業
アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー
　　　　　　　　　　　　　　　　のののの派遣派遣派遣派遣
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ⅡⅡⅡⅡ「「「「医師不足対策医師不足対策医師不足対策医師不足対策」」」」をはじめとするをはじめとするをはじめとするをはじめとする「「「「安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心」」」」社会社会社会社会のののの実現実現実現実現

７７７７ 医師不足対策医師不足対策医師不足対策医師不足対策についてについてについてについて

【新政権のマニフェスト】

■■■■医療崩壊医療崩壊医療崩壊医療崩壊をををを食食食食いいいい止止止止めめめめ、、、、国民国民国民国民にににに質質質質のののの高高高高いいいい医療医療医療医療サービスサービスサービスサービスをををを提供提供提供提供するするするする
・医療従事者を増員し、質を高めることで国民に質の高い医療サービスを安定的に

提供する （医師養成数を1.5倍にする ）。 。

・特に救急､産科､小児､外科等の医療供給体制を再建し、国民の不安を軽減する。

・医師、看護師、その他の医療従事者の増員に努める医療機関の診療報酬（入院）

を増額する。

【民主党政策集 INDEX2009】
◆臨床研修の充実

・一貫性のある学部教育、前期・後期臨床研修を通じて質の高い専門医を養成

し、専門医が研修医の指導医となる臨床研修システムを構築する。

・質の高い臨床医を養成する臨床研修制度には、専門医制度の確立が不可欠であ

り、総合医も専門医と位置づける必要がある。

課題》《
○ 医師不足の解消に向けては、地方による創意工夫を凝らした取組み

に対する十分な財政措置と、国による医師養成制度や診療報酬制度
の効果的な見直しが必要。

「マニフェスト」の実現に向けて

【徳島発の提言・要望】

「「「「地方地方地方地方のののの創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫やややや努力努力努力努力がががが報報報報われるわれるわれるわれる『『『『医師不足対策医師不足対策医師不足対策医師不足対策』』』』をををを」」」」
本県においても、医師不足・偏在は非常に深刻であることから、個々

の病院の枠を超えた強力な連携により地域医療を確保するため 「総合、
メディカルゾーン構想」や「西部地域公立３病院間ネットワーク体制」
等、徳島県ならではの「モデル的取組」を進めている。

こうした取組を一層推進するため、次の点に特にご配意されたい。

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①①「「「「 地域医療再生地域医療再生地域医療再生地域医療再生』』』』にににに向向向向けたけたけたけた財政支援財政支援財政支援財政支援についてについてについてについて」」」」『『『『

県域全体を対象として、医師の確保と養成を図るとともに、県全体
を支援する拠点形成を促進する観点から、県が策定する「地域医療再
生のための計画」に対する十分な財政支援を行うこと。

②②②② 「「「「地域医療地域医療地域医療地域医療をををを担担担担うううう『『『『総合診療医総合診療医総合診療医総合診療医』』』』のののの育成育成育成育成についてについてについてについて」」」」
・ 総合診療医」を「専門医」として位置付けるとともに、「
・大学教育や臨床研修におけるへき地等での実習・研修を必修化する

など、卒前・卒後教育に配慮すること。

診療報酬制度診療報酬制度診療報酬制度診療報酬制度のののの見直見直見直見直しについてしについてしについてしについて」」」」③③③③「「「「
地域の中核病院における勤務医の確保（特に、へき地の医療機関に

勤務する医師の十分な確保）ができる診療報酬制度へ見直すこと。


